
議案第１９号  

 

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例  

の制定について  

 

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例を次のよう

に定める。  

令和元年９月６日提出 

                  市川市長   村 越   祐 民  

 

 

 

市川市条例第  号  

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例  

（市川市職員の分限に関する条例の一部改正）  

第１条 市川市職員の分限に関する条例（昭和２６年条例第５３号）の一部を

次のように改正する。 

  第６条に次の１項を加える。  

 ６ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項、第

２項及び前項の規定の適用については、第１項中「３年を超えない」とあ

るのは「法第２２条の２第２項の規定により任命権者が定める任期の」と、

「３年に」とあるのは「当該任期に」と、第２項中「前項後段」とあるの

は「前項後段（第６項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」と、

「第６条第１項後段」とあるのは「第６条第１項後段（同条第６項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）」と、前項中「３年を超えない」

とあるのは「法第２２条の２第２項の規定により任命権者が定める任期の」

とする。  

  第１０条第１項第３号中「第６条第１項後段」及び「同条第２項」の次に



「（同条第６項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加える。  

 （市川市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）  

第２条  市川市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年条例第  

５４号）の一部を次のように改正する。  

  第３条中「給料」の次に「の月額（地方公務員法第２２条の２第１項第１

号に掲げる職員にあっては、市川市会計年度任用職員の給与及び報酬並びに

旅費及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第   号）第１７条に規定す

る基本報酬の額）」を加える。  

 （市川市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正）  

第３条 市川市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和５５年条例

第１号）の一部を次のように改正する。  

第１４条の次に次の１条を加える。  

（会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等）  

第１５条  地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（以下「会計年度任用職員」という。）の勤務時間、休日、休暇等につい

ては、会計年度任用職員以外の職員との権衡、その職務の性質等を考慮し

て、規則で定める。  

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第４条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年条例第２８

号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。  

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一

部改正）  

第５条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

（平成５年条例第２８号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改め、同項第

５号中「一に」を「いずれかに」に改める。  

（市川市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  



第６条 市川市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の一部

を次のように改正する。  

  第９条第２項中「している職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。  

  第１０条中「した職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員を除く。）」を加える。  

（市川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）  

第７条 市川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例

第２０号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「地方公務員法」の次に「第２２条の２第１項第２号に掲げる職

員及び同法」を加える。  

（市川市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）  

第８条 市川市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第２２号）

の一部を次のように改正する。  

  第１条中「職員（」の次に「同法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。」を加える。  

第２４条の４に次の１号を加える。  

⑾ 千葉県市町村職員互助会の掛金  

（市川市職員退職手当支給条例の一部改正）  

第９条 市川市職員退職手当支給条例（昭和２７年条例第７号）の一部を次の

ように改正する。  

  第２条に次の１項を加える。  

 ２ 職員以外の者のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく規則により、勤務を要しないこ

ととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が１８日以上ある月が引き続

いて１２月を超えるに至ったもので、その超えるに至った日以後引き続き

当該勤務時間により勤務することとされているものは、職員とみなして、

この条例（第４条中１１年以上２５年未満の期間勤続した者の通勤による



傷病による退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条中

公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに２５年以上勤続した者

の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分を

除く。）の規定を適用する。ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１

号に掲げる職員については、この限りでない。  

  附則第１５項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改

める。  

附 則  

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



理  由  

 

地方公務員法の改正による会計年度任用職員制度の導入に伴い、関係条例

中の条文の整備を行うほか、所要の改正を行う必要がある。  

  これが、この条例案を提出する理由である。  

 


